
第８章 工業用水道事業について             

 

 横浜市の工業用水道は、京浜工業地帯における地下水の汲み上げによる地盤沈下の防止を目的

として、昭和31年の工業用水法の制定や国庫補助制度の創設、昭和33年の工業用水道事業法の制

定を背景に、昭和35年10月に日量11万7,000m3の給水能力により給水を開始しました。 

 その後、本市の工業立地政策に伴う工業誘致地区の基盤整備を目的に、２回にわたる拡張工事

を行い、根岸湾臨海部や戸塚内陸部の工業地帯に給水区域を拡大し、日量36万2,000m3の給水能力

をもって高度経済成長期の横浜の工業を支えてきました。また、東日本大震災の発生に伴い、本

市工業用水が、発電所、石油製品製造業、ガス供給業などにも供給されていることから、市民生

活のみならず、首都圏のライフラインを支える重要なインフラであることが再認識されました。 

 しかし、工業用水の需要は産業構造の変化や受水工場における水使用の合理化などにより、昭

和51年度をピークに減少傾向に転じ、今後も2050年カーボンニュートラルを目指す脱炭素化への

流れとともに、特に大口ユーザーにおいて、主力事業の転換によって生産体制の再構築などが進

んでいくことにより減少傾向が続くものと思われます。 

そのため、事業開始から60年が経過し、施設が老朽化していることから、更新整備が必要とな

りますが、その検討にあたっては将来の水需要を踏まえ、コストや給水の安定性、環境負荷軽減

を検討したうえで施設整備を進めていく必要があると考えています。 

 このように事業を取り巻く経営環境は厳しくなるものと思われますが、今後も、より効率的・

効果的に事業運営を推進しながら、国庫補助を活用した施設の更新・整備に取り組み、工業用水

の安定供給に努め、横浜経済の発展と環境の保全に寄与してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      ＜工業用水道鶴ケ峰沈でん池＞ 
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（１） 工業用水道事業の沿革

昭和31年６月  工業用水法制定（同月施行） 

32年８月  相模湖系統工業用水道（創設事業）着工 

33年４月  工業用水道事業法制定（10月施行） 

34年３月  相模湖系統工業用水道建設計画変更（西谷） 

35年10月  相模湖系統工業用水道 給水開始 

36年３月  相模湖系統工業用水道 完成 

36年10月  馬入川系統工業用水道（第１期）着工 

40年９月 馬入川系統工業用水道（第１期）給水開始 

41年４月  馬入川系統工業用水道（第２期）着工 

41年８月  馬入川系統工業用水道（第１期）完成 

44年10月  馬入川系統工業用水道（第２期）給水開始 

46年３月  馬入川系統工業用水道（第２期）完成 

48年４月  鶴ケ峰沈でん池排水処理施設建設事業 着工 

49年４月  工業用水合理化設備事業 着工 

51年３月  鶴ケ峰沈でん池排水処理施設建設事業 完成 

52年３月  工業用水合理化設備事業 完成 

53年４月  浄水施設整備事業 着工 

59年３月  浄水施設整備事業 完成 

59年４月  工業用水道施設整備事業 着工 

平成２年４月  馬入川系統施設改良事業（改築補助事業）着工 

８年４月  相模湖系統施設改良事業（改築補助事業）着工 

18年４月  第三期改築事業（改築補助事業）着工 

（２） 事業の概要

ア 保有水源（水利権）

(単位: m3/日) 

区   分 保有水量（水利権） 備  考 

相 模 湖 系 統 

(相模川河水統制事業) 
86,000 

季節調整４～６月、10～12月、３月(95％) 

81,700m3/日、１～２月（90％） 77,400m3/日 

馬 入 川 系 統 

(相模川総合開発事業) 
246,000 

季節調整４～６月、10～12月、３月(95％) 

233,700m3/日、１～２月(90％) 221,400m3/日 

計 332,000 
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イ 建設費及び建設資金概要

相模湖系統 (単位：千円) 

区  分 金  額 備   考 

総  事  業  費 1,318,698 建設期間 昭和32～34年度 

資

金

内

訳

国 庫 補 助 金 270,000 補 助 率 25％ 

企

業

債

政府・市場公募 539,460 政府 90,000、市場公募 449,460 

会社引受縁故債 433,000 無 利 子 20年目一括償還 

小  計 972,460 

その他（自己資金） 76,238 一時借入金 

  馬入川系統 (単位：千円)

区  分 金  額 備   考 

総  事  業  費 8,449,649 建設期間 昭和36～45年度 

資

金

内

訳

国 庫 補 助 金 1,371,800 補 助 率 18～20％ 

企

業

債

政府・市場公募等 4,569,055 
政府2,269,000、市場公募1,466,325 
公庫  327,000、銀行縁故  506,730 

会社引受縁故債 1,225,000 
無 利 子 20年目一括償還 
うち繰上償還 672,500 

小  計 5,794,055 

受益者負担金 1,241,574 

その他（自己資金） 42,220 一時借入金 

ウ 給水能力

項 目 
事業名 

補助単 
独の別 

地 域 
区 分 

給水能力 
(m3/日) 

建設期間 
(年度) 

建設事業費 
  (千円) 

給水開始 
(年月日) 

相 模 湖 系 統 補 助 
四 大 
(地沈) 

100,000 S32～34 1,151,691 S35.10.10 

〃 （西谷） 単 独 〃 17,000 S34 167,007 S35.10.10 

馬 入 川 系 統 
(第１期) 

補 助 
四 大 
(基盤) 

150,000 S36～40 6,799,704 S40. 9. 1 

〃 
(第２期) 

補 助 〃 95,000 S41～45 1,649,945 
S46. 4. 1 
一部給水 
S44.10. 1 

計 362,000 9,768,347 

（注）四大……四大工業地帯 地沈……地盤沈下対策 基盤……基盤整備 

( ) 
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エ 給水区域及び配水管延長 (令和５年３月末現在)

区 分 給水能力 配水管延長 給  水  区  域 

相模湖 

系 統 

創    設 
(地盤沈下対策補助事業) 

m3/日 

100,000 

ｍ 

26,114 鶴見区、神奈川区、旭区、 

西区、保土ケ谷区 創    設 
(起債単独事業) 

17,000 9,272 

小  計 117,000 35,386 

馬入川系統（第１期） 
（基盤整備補助事業） 

150,000 32,171 
中区、磯子区、戸塚区、栄区、 

鶴見区、神奈川区 馬入川系統（第２期） 
（基盤整備補助事業） 

95,000 13,344 

計 362,000 80,901 

オ 工業用水の水質基準（横浜市工業用水道条例第27条）

区  分 基  準 

水   温 

濁   度 

水素イオン濃度（pH） 

硬   度（CaCO3として） 

ア ル カ リ 度

蒸 発 残 留 物

塩 素 イ オ ン

鉄 イ オ ン

28℃以下 

16度以下 

6.0～8.6 

100mg/ℓ以下 

 5mg/ℓ以上 

250mg/ℓ以下 

50mg/ℓ以下 

 2mg/ℓ以下 
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（３） 財 政 状 況

ア 決算概要表
(単位：円)

年度 
項目 

R３ ４ ５（予算） 

収

益

的

収

支

収 

入 

工業用水道料金 
長期前受金戻入 
そ  の  他  

計 

2,789,466,461 
189,570,665 
17,971,354 

2,997,008,480 

％ 
100.8 
98.0 
69.4 

100.4 

2,838,384,615 
204,525,226 
21,193,458 

3,064,103,299 

％ 
101.8 
107.9 
117.9 
102.2 

2,766,181,000 
187,564,000 
165,087,000 

3,118,832,000 

％ 
97.5 
91.7 

779.0 
101.8 

支 

出 

人 件 費 
物  件  費 等 

負 担  金 
動 力  費 
薬 品  費 
修 繕 費 等 
そ の  他 

減価償却費等 
支 払 利 息 等  

計 

215,120,445 
980,369,551 
921,096,460 

0 
0 

17,127,715 
42,145,376 

829,856,814 
38,391,006 

2,063,737,816 

90.4 
96.3 
96.0 
－ 
－ 

1013.6 
74.0 

100.0 
92.7 
97.0 

226,176,969 
1,019,968,145 

965,136,985 
0 
0 

1,081,239 
53,749,921 

891,718,295 
39,045,650 

2,176,909,059 

105.1 
104.0 
104.8 

－ 
－ 
6.3 

127.5 
107.5 
101.7 
105.5 

246,219,000 
1,408,706,000 
1,251,013,000 

0 
0 

55,100,000 
119,593,000 
912,724,000 
50,730,000 

2,635,379,000 

108.9 
138.1 
129.6 

－ 
－ 

5096.0 
222.5 
102.4 
129.9 
121.1 

収益的収支差引 933,270,664 － 887,194,240 － 483,453,000 － 

消費税等調整額 164,979,603 － 158,108,079 － 279,988,000 － 

純   損   益 768,291,061 － 729,086,161 － 203,465,000 － 

資

本

的

収

支

収 

入 

企  業  債 
(うち借換債) 

国 庫 補 助 金 
工 事 負 担 金 
そ  の  他  

計 

676,000,000 
(－) 

146,960,000 
0 
0 

822,960,000 

153.6 
(－) 

129.0 
－ 

省略 
148.5 

502,000,000 
(－) 

45,000,000 
0 

96,471,676 
643,471,676 

74.3 
(－) 
30.6 
－ 

省略 

78.2 

1,005,000,000 
(－) 

 313,900,000 
0 
0 

1,318,900,000 

200.2 
(－) 

697.6 
－ 

省略 
205.0 

支 

出 

建 設 改 良 費 1,989,702,897 118.1 1,867,176,525 93.8 3,454,378,000 185.0 

工業用水道施 
設整備事業費 

1,950,178,289 121.1 1,633,107,738 83.7 3,176,380,000 194.5 

その他建設改良費 39,524,608 52.9 234,068,787 592.2 281,998,000 120.5 

企業債償還金 
(うち借換債 ) 

245,074,410 
(－) 

93.9 
(－) 

247,378,616 
(－) 

100.9 
(－) 

246,499,000 
(－) 

99.6 
(－) 

国庫補助金返還金 0 － 0 － 1,000,000 省略 

投 資 0 － 0 － 0 － 

計 2,234,777,307 114.8 2,114,555,141 94.6 3,705,877,000 175.3 

資本的収支差引 
△ 

1,411,817,307 
－ △ 1,471,083,465 － △ 2,386,977,000 － 

補

填

財

源

等

資

金

収

支

補 填 財 源 1,066,159,562 － 1,294,617,187 － 1,219,409,000 － 

当年度資金収支額 △ 345,657,745 － △ 176,466,278 － △ 1,167,568,000 － 

前  年  度  末 
資 金 収 支 額 

4,206,185,306 － 3,860,527,561 － 
(3,684,061,283) 
3,243,078,000 

－ 

累積資金収支額 3,860,527,561 － 3,684,061,283 － 
(2,516,493,283) 
2,075,510,000 

－ 

（注） １ 計数は税込み。指数は対前年度比で、５(予算)の指数は、４(決算)に対する指数。 
２ ５(予算)の前年度末資金収支額及び累積資金収支額の( )は、令和４年度決算により置き換えた額。 
３ ５(予算)の「収益的収支」「支出」「物件費等」「その他」及び「資本的収支」「支出」「建設改良
費」「その他建設改良費」には予備費を含んでいます。 
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イ 損益計算書 （単位：円）

１ 2,515,322,798 2,536,865,787 2,581,379,234

(1) 給 水 収 益 2,514,776,606    2,535,878,889    2,580,349,935    

(2) そ の 他 営 業 収 益 546,192 986,898 1,029,299 

２ 1,982,322,909    1,935,769,801    2,037,240,062    

(1) 原 水 費 567,769,369      586,763,570 642,281,226 

(2) 浄 水 費 220,073,777      189,769,785      183,062,508 

(3) 送 配 水 費 178,298,831      166,250,369      151,690,755      

(4) 総 係 費 186,015,591      163,728,651      168,647,148      

(5) 減 価 償 却 費 802,786,512      823,634,097      785,358,357      

(6) 資 産 減 耗 費 27,378,829 5,623,329 106,200,068      

532,999,889      601,095,986      544,139,172      

３ 218,661,618      206,347,680      224,163,527      

(1) 受 取 利 息 465,669 128,148 55,464 

(2) 国 庫 補 助 金 8,900,000 0 0 

(3) 一 般 会 計 補 助 金 896,000 476,000 878,000 

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 193,502,284      189,570,665      204,525,226      

(5) 雑 収 益 14,897,665 16,172,867 18,704,837

４ 41,450,493 39,152,605 39,216,538

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 41,409,521 38,377,744 39,028,482

(2) 雑 支 出 40,972 774,861 188,056

710,211,014      768,291,061      729,086,161      

710,211,014      768,291,061      729,086,161      

739,419,953      1,113,948,806    905,552,439      

1,449,630,967    1,882,239,867    1,634,638,600    

営 業 費 用

年 度
　項 目

Ｒ２ 4

営 業 収 益

3

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益
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ウ 貸借対照表 （単位：円）

1 20,928,516,601 21,910,320,304 22,646,933,153

(1) 有 形 固 定 資 産 20,911,692,384 21,895,995,055 22,635,106,872

(2) 無 形 固 定 資 産 15,779,217 13,280,249 10,781,281

(3) 投資その他の資産 1,045,000 1,045,000 1,045,000

2 5,778,318,451 5,335,134,897    5,861,652,445    

(1) 現 金 ・ 預 金 5,085,793,538 4,316,086,597    4,982,995,795    

(2) 未 収 金 547,926,793 746,557,060      643,975,410      

(3) 前 払 費 用 288,120 91,240 91,240

(4) 前 払 金 144,310,000 272,400,000      234,590,000      

資   産   合   計 26,706,835,052 27,245,455,201   28,508,585,598   

3 2,938,827,673 3,368,804,012    3,627,232,274    

(1) 企 業 債 2,652,339,995 3,080,961,585    3,336,462,969    

(2) 引 当 金 286,487,678 287,842,427      290,769,305      

4 1,419,658,145 815,684,336      1,235,091,162    

(1) 企 業 債 245,075,000 247,379,000      246,499,000      

(2) 未 払 金 1,124,239,502 516,035,182      930,634,807      

(3) 前 受 金 34,480 1,307,060 6,240,189

(4) 前 受 収 益 205,610 1,341,540 1,484,093

(5) 預 り 金 30,423,321 30,334,011 30,364,841

(6) 引 当 金 19,680,232 19,287,543 19,868,232 

5 4,167,669,818 4,111,699,154    3,967,908,302    

(1) 長 期 前 受 金 4,167,669,818 4,111,699,154    3,967,908,302    

負   債   合   計 8,526,155,636 8,296,187,502    8,830,231,738    

6 13,094,965,471 13,834,385,424   14,948,334,230   

7 5,085,713,945 5,114,882,275    4,730,019,630    

(1) 資 本 剰 余 金 140,108,686 140,405,908      140,405,908      

(2) 利 益 剰 余 金 4,945,605,259 4,974,476,367    4,589,613,722    

18,180,679,416 18,949,267,699   19,678,353,860   

26,706,835,052 27,245,455,201   28,508,585,598   負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益

資

本

の

部

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負

債

の

部

固 定 負 債

流 動 負 債

年度
　項目

Ｒ２ 3 4

資

産

の

部

固 定 資 産

流 動 資 産

113



（４） 工業用水道料金改定関係 

 

ア 工業用水道料金改定の概要 

 
① 提案年月日 平成12年12月１日 

② 議決年月日 平成12年12月18日（原案可決） 

③ 実施年月日 平成13年４月１日 

④ 改定の内容 

 ・ 料金算定期間   平成13年４月～平成17年３月（４か年） 

・ 累積資金不足額  （平成16年度末）  △1,389百万円（改定前） 

・ 平均改定率   13.9％ 

・ 料金制度の変更   二部料金制の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業用水道施設系統図 
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イ 工業用水道料金の推移

（単位：円/m3） 

系統別 
期間 

種別 

S35.10.10 
～ 

38.11.30 

38.12.1 
～

41.12.31 

42.1.1 
～ 

44.6.30 

44.7.1 
～ 

50.9.30 

50.10.1 
～ 

56.3.31 

56.4.1 
～

H7.12.31 

8.1.1 
～ 

13.3.31 
13.4.1～ 

相 

模 

湖 

系 

統 

水道料金 

基本 3.5 4.7 5.5 5.5 
基本料金 

15.5 

特定料金 

31 

超過料金 

50 

20.7 

40 

60 

平 
成 
四 
年 
一 
月 
一 
日 
か 
ら 
消 
費 
税 
３ 
％ 
転 
嫁 
を 
実 
施 
・ 
上 
記 
の 
単 
価 
に 
よ 
り 
算 
出 
し 
た 
額 
× 

1.03 

24 

48 

72 

平 
成 
九 
年 
四 
月 
一 
日 
か 
ら 
消 
費 
税 
等 
５ 
％ 
転 
嫁 
を 
実 
施 
・ 
上 
記 
の 
単 
価 
に 
よ 
り 
算 
出 
し 
た 
額 
× 

1.05 

基本料金 

25.1 

基本使用料金 

4 

特定料金 

50.2 

特定使用料金 

8 

超過料金 

87.3 

平 令 
成 和 
二 元 
十 年 
六 十 
年 月 
四 一 
月 日 
一 か 
日 ら 
か 消 
ら 費 
消 税 
費 等 
税 10 
等 ％ 
８ 転 
％ 嫁 
転 を 
嫁 実 
を 施 
実 ・
施 上 
・ 記
上 の 
記 単 
の 価 
単 に 
価 よ 
に り 
よ 算 
り 出 
算 し 
出 た 
し 額 
た × 
額 1.1 
× 
1.08 

特定 3.5 4.7 5.5 5.5 

超過 7 10 10 10 

付加金 

基本 － － － 0.5 

特定 － － － 2.5 

超過 － － 3 16 

計 

基本 3.5 4.7 5.5 6 

特定 3.5 4.7 5.5 8 

超過 7 10 13 26 

系統別 
期間 

種別 

40.9.1 
～ 

41.12.31 

42.1.1 
～ 

44.6.30 

44.7.1 
～ 

44.9.30 

44.10.1 
～ 

50.9.30 

馬 

入 

川 

系 

統 

第 

一 

期 

水道料金 

基本 5.5 5.5 5.5 7 

特定 5.5 5.5 5.5 7 

超過 11 11 11 14 

付加金 

基本 － 1 2 0.5 

特定 － 2.5 4 2.5 

超過 － 3 16 13 

計 

基本 5.5 6.5 7.5 7.5 

特定 5.5 8 9.5 9.5 

超過 11 14 27 27 

馬 

入 

川 

系 

統 

第 

二 

期 

水道料金 

基本 － － － 7 

特定 － － － 7 

超過 － － － 14 

付加金 

基本 － － － 2.5 

特定 － － － 2.5 

超過 － － － 13 

計 

基本 － － － 9.5 

特定 － － － 9.5 

超過 － － － 27 
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ウ 中期経営計画（令和２年度～５年度）財政収支計画・実績 

(単位：百万円) 

年  度 

区  分 

Ｒ２ ３ ４ ５ 

（決算） （決算） （決算） （予算） 

収 

益 

的 

収 

支 

収 益 的 収 入 2,986 2,997 3,064 3,119 

 

工 業 用 水 道 

料 金 収 入 
2,766 2,789 2,838 2,766 

そ の 他 220 208 226 353 

収 益 的 支 出 2,127 2,064 2,177 2,635 

 

維 持 管 理 費 1,256 1,195 1,246 1,672 

減 価 償 却 費 等 830 830 892 913 

支 払 利 息 等 41 38 39 51 

当 年 度 純 利 益 

（ 税 抜 ） 
710 768 729 203 

 

資 

本 

的 

収 

支 

 

資 本 的 収 入 554 823 643 1,319 

 

企 業 債 440 676 502 1,005 

そ の 他 114 147 141 

 

314 

資 本 的 支 出 1,946 2,235 2,115 3,706 

 

建 設 改 良 費 1,685 1,990 1,867 3,454 

企 業 債 

償 還 金 
261 245 247 246 

そ の 他 0 0 0 5 

資 本 的 収 支 差 引 △1,392 △1,412 △1,471 △2,387 

資

金

収

支 

損 益 勘 定 

留 保 資 金 
664 655 707 739 

そ の 他 701 411 588 481 

当 年 度 資 金 収 支 △29 △346 △176 △1,168 

累 積 資 金 残 額 4,206 

 

3,861 

 

3,684 2,516 

企 業 債 残 高 2,897 3,328 3,583 

 

4,494 

（注）１ 計数は税込み。 

２ 令和４年度の決算の資本的収支には前年度からの繰越を含んでいます。 

３ 令和４年度の企業債残高は、令和５年度への繰越分（153百万円）を含んでいません。 

４ 各項目の数値を四捨五入しているため、合計の額等が合わない場合があります。 

116






